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セメント安定処理土を用いたトンネル構造による地すべり対策について 

 

東日本高速道路㈱  正会員 ○上原 隆三 

 

１．はじめに  

 現在施工中である北海道横断自動車道 余市～小樽間の小樽市忍路地区の切土区間において，切土のり面掘削中

にのり面クラックや小段排水溝の変状等地すべりの兆候が表れたことから，その地すべり対策としてセメント安定

処理土による押え盛土工法を採用し，道路構造についてはトンネル構造を採用した．本論文では本対策までの調査・

設計・対策工の実施等について報告するものである． 

２．地すべりの概要 

 当該箇所は，切土高さ 14ｍ（切土のり面 2段）の土工区間として計画された箇所である．平成 27 年 11 月までに

切土上段（2段目）掘削を完了し，平成 28 年 4 月上旬より切土下段（1段目）を掘削中，同年 4月下旬にのり面ク

ラック及び小段排水溝の変状を確認したことから，動態観測及び地下水位観測等の調査を開始した．また，同年 8

月中旬は台風等による降雨が続いた事もあり，切土下段において長さ 100ｍにわたり，地すべり土塊が最大 60ｃｍ

程度せり出した事から，応急対策として幅約 105ｍ，高さ 7ｍの押え盛土を実施した．（写 1.2.3.4） 

 

 

 

 

 

 

写真-1 変状状況①（土塊せり出し） 

 

 

 

 

 

 

写真-2 変状況②（小段排水）    写真-3 変状状況③（すべり面）   写真-4 応急対策（押え盛土） 

３． 調査結果 

（1）地すべり範囲及びすべり面の推定 

 地形判読，ボーリングコアの状況及び動態観測の結果から，すべり面は

崖錐（岩屑）堆積物と基盤である軽石凝灰岩との境界付近に位置し，その

範囲は幅（道路進行方向）約 250ｍ，長さ（道路直角方向）に約 200ｍ推定

される． 

（2）動態観測 

押え盛土実施後は大きな変状は確認されていない．すでに変状した土塊

（OS-A1）の他，すべり面上にある変状した土塊と同様な崖錐物であり，平

成 29 年の融雪期において，パイプ歪計の計測結果から累積性が認められる

土塊（OS-A2），変位及び歪みに累積性のない土塊（OS-B）を確認した．（写 5） 写真-5 地すべり範囲（空撮） 
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４．地すべり対策工の選定 

地すべり対策工は以下の工法より選定した． 

①地すべり土塊の全排土 ②グラウンドアンカー工 ③抑止杭工 ④押え盛土工法 

地すべり対策工の工法選定結果を下記に示す． 

①排土範囲が広範囲となり追加の用地買収も必要で排土が困難である． 

②施工時における仮押え盛土の撤去及びアンカー定着角度が急で施工難易度が高くかつアンカーに対する定期

的な点検・維持管理が必要になる． 

③施工機械設置に必要な仮設設備により費用が増大する． 

④維持管理を含めた地すべり土塊の長期安定が図られる． 

以上の結果より，④押え盛土工法を採用した．押え盛土工法における本線構築の方法として A ボックスカルバー 

ト構造 B 安定処理土を用いたトンネル構造について比較を行い，経済性（大規模仮設の回避）及び施工性（仮 

押え盛土の撤去が比較的容易）に優れる B安定処理土を用いたトンネル構造を採用した． 

５．地すべり対策工の概要 

（1）基本計画 

 対策範囲となるトンネル延長は，既に変状した切土 OS-A1 及び累積歪みが見られる OS-A2 対して安定解析を実施

し，安全率 1.2 を上回る測点をトライアル計算で算出した．結果，対策工の起点を STA895+50 及び終点を STA896+70

としL=120ｍとなりそこに坑門工10ｍ×2箇所を加算してL=140ｍのトンネル構造とした．トンネル断面については，

当該区間が橋梁に挟まれていることから土工区間との連続性を確保するためトンネル断面にも土工区間同様の道路

幅員（3.5ｍ+1.0+3.5：暫定２車線積雪地区標準断面）を確保している．また，セメント安定処理土の土被りは，対

策として必要な盛土高及び NEXCO 設計要領に基づく最低 2.0ｍ～3.0ｍ確保した 2.7ｍ～3.5ｍで計画した．（図 1） 

（2）トンネル支保構造 

 支保構造は，土被りが 2.7～3.5ｍと 1.5D 以下となることから，一般に土被りが小さく地山アーチ作用によって

トンネル空間を保持できない坑口部に用いる DⅢパターンに準拠した設計とした．ただし，今回はセメント安定処

理した地山であり亀裂もなく地質が均一な切羽であること

から，当初発注では補助工法である「フォアポーリング」は

適用しない支保構造とした． 

（3）セメント安定処理土 

 セメント安定処理土の改良強度はトンネル掘削が安全に

できる岩相当にあたる qu＝1N/ｍ㎡とした．製造には他工事

で発生した余剰土を活用し，施工性及び環境性等を総合的に

判断し定置式の「回転式破砕混合工法」を採用した．            図-1 横 断 図 

６．施工の状況 

安定処理土の施工に先立ち変状時に施工した仮押え盛土を撤去する必要があり，地すべり土塊変状時においても

安定処理土による早急な復旧が可能となるよう，動態観測を行いながら日々の施工数量を考慮して部分的な撤去に

より慎重に施工した．セメント安定処理土による押え盛土は平成 29 年 8 月上旬より開始して．同年 10月 10 日に盛

土を完了した．その後トンネル掘削に着手し，掘削中は切羽も安定し補助工法も必要なく同年 12 月 7 日に無事貫通

することができた．地下水位低下対策として施工した集水井及び排水ボーリングも完了しており，現在はトンネル

内空に変位がない事を確認できたので覆工及び坑門工を施工中である． 

７．まとめ 

今後は，４月以降気温も上昇して融雪期に入ってくることから，地すべり土塊に影響がないこと及び地下水の低

下が図られ，地下水位の上昇がないことを確認する． 

セメント安定処理土 

仮押え盛土撤去範囲 
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